
Press Release

◎ ※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

24,466 人　　 【前月比 1,225 人　　（ 5.3% ）　　増 】
25,121 人　　 【前月比 881 人　　（ 3.4% ）　　減 】

◎

9,691 人　　 【前月比 894 人　　（ 10.2% ）　　増 】
5,866 人　　 【前月比 442 人　　（ 8.1% ）　　増 】

◎ 令和３年３月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和２年12月以前の数値は、令和３年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（令和３年３月）

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職　業　安　定　課　長 　 前田　成是
　　地方労働市場情報官 　　藤根　宏
     　　 電話　０１７（７２１）２０００

有効求人倍率　　０．９７倍【前月比　０．０８ポイント上昇】
有効求人数
有効求職者数

青森労働局発表
令和３年４月28日

テレビ・インターネット ４月30日 ８時30分解禁
新聞 ５月１日 朝刊解禁

青森県の雇用失業情勢について

新規求人倍率　　１．６５倍【前月比　０．０３ポイント上昇】
新規求人数
新規求職者数

有効求人・求職の状況（季節調整値）

  求人数が増加し求人倍率が上昇したが、求人数が求職者数を下回っており、厳しさが見られ
る。
  新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移 新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移

②　　新規求人倍率は94カ月連続１倍以上（最高は平成２９年１２月で１．８９倍）

①　　有効求人倍率は11カ月連続１倍割れ（令和２年４月は１．００倍）。
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Ⅱ

対前年増減
数（人）

対前年増減
率（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

令和2年8月

25,302 6,256 5,378 4,385 1,505 1,124 2,334 1,537 1,200 1,583

25,560 6,203 6,936 4,448 1,136 1,167 1,740 1,472 1,371 1,087

▲ 0.11 ▲ 0.14 ▲ 0.23 0.07 ▲ 0.27 ▲ 0.27 ▲ 0.02 ▲ 0.05 ▲ 0.01 ▲ 0.06

▲ 2.5

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

卸売業，小売業　▲616人（1,806人→1,190人）　▲34.1％

39.8

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）

安定所別有効求人倍率の状況

対前年同月比（ポイント）

有効求職者数（人）

177

28.6

　      新規求人数は、前年同月比7.8％（742人）増加の10,306人。

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

387 79 ▲ 33 194 155

7.5 14.6

※本資料で使用する求人に関する数値は求人受理地別によるものである。

　　 新規求職者数は、前年同月比6.5％（402人）増加の6,546人。

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％
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Ⅴ

年月

求人倍率
（括弧内は
改訂前の
倍率）

令和２年10月
0.95

（0.95）

令和２年11月
0.97

（0.97）

令和２年12月
0.99

（1.02）

令和３年１月 0.96

令和３年２月 0.89

令和３年３月 0.97

　新型コロナウイルス感染症の雇用への影響に対応するため、事業主に対しては、労働者の雇用の維持を図るため、引
き続き雇用調整助成金などの活用を促すなど、雇用維持に向けた取り組みを行います。
　離職者に対しては、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化していることにより、求職活動の長期化が見られることか
ら、求人・求職のマッチング機会の提供や職業訓練の受講あっせんの強化などによる再就職支援を積極的に実施しま
す。
　
【県内ハローワークにおける取組】
ハローワーク青森 5/17福祉のお仕事ガイド入門セミナー。
ハローワーク弘前 5/14求人説明会・ミニ面接会、5/26求人説明会・ミニ面接会。
ハローワーク黒石 5/24会社説明会・ミニ面接会。

　求人数が増加し求人倍率が上昇したが、求人数が求職者数を下回っ
ており、厳しさが見られる。
  新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する
必要がある。

有効求人倍率が0.08ポイント上昇。
新規求人倍率が0.03ポイント上昇。

雇用情勢判断

求人数が増加に転じているものの、求職者数が求人数を上回って増加
した結果、求人倍率の低下につながっており、厳しい状況が続いてい
る。新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意す
る必要がある。

有効求人倍率が0.07ポイント低下。
新規求人倍率が0.05ポイント上昇。

参考　１　雇用失業情勢判断の推移（令和２年12月以前の「情勢判断」、「特徴」は判断時点の求人倍率等による）

青森労働局の取組

〇本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から依然として厳しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続いているも
のの、一部に弱さが見られる。
                                【青森県：青森県経済統計報告（令和３年１月・２月の経済指標を中心として）】

○県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響からサービス消費を中心に引き続き厳しい状態にあるが、基調として
は持ち直している。この間、企業の業況感は、製造業がけん引するかたちで改善した。
  最終需要の動向をみると、住宅投資は、概ね横ばい圏内となっている。公共投資は、横ばい圏内で推移している。個人
消費は、県内外での新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響から、持ち直しの動きが一服している。設備投資は、
製造業を中心に増加している。
　生産は、持ち直しの動きが拡がりを伴いつつ続いている。雇用・所得情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響から、
弱い動きとなっている。
                                                                     【日本銀行青森支店：県内金融経済概況４月公表分】

〇2021（令和3）年３月度の青森県企業倒産は５件（前年同月比50.00％減）、負債総額は7億100万円（同76.32％減）。倒
産件数は前年比で５件減少したが、前月比では３件増加し、直近11か月では最も多い件数となった。ただし、負債総額
に関しては、負債額１億円未満の小規模倒産が多く、負債額27億円の大型倒産発生が全体を大きく押し上げた前年に
比べ大幅に減少した。
　現在、セーフティーネットの融資枠拡大や雇用調整助成金の延長など、手厚い資金繰り支援策で企業倒産の急増は
抑えられているものの、前年に引き続き2021（令和３）年３月においても青森県内で新型コロナウイルス関連倒産が４件発
生、その中でも飲食関係の業種が目立った。（中略）
　この様な各種支援策が次々と打ち出され、これ等が事業者への当面の延命策となっている事は事実だろう。ただし、現
在宮城県と山形県では県独自の緊急事態宣言が出され、東北全体に警戒感が広がっている。経済の再停滞は避けられ
ず、先行きの不透明感も依然として払拭されない。
　事業者は「ウィズコロナ」を踏まえた経営転換を迫られるが、感染がさらに拡大し、継続的な対応が難しくなった企業を
中心に、息切れ倒産が相次ぐ可能性は否定できない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【東京商工リサーチ青森支店：令和３年３月度青森県企業倒産状況】

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

求人が求職を下回る状況に加え、求人の減少により求人倍率が低下
し、厳しい状況にある。　新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響
に、引き続き注意する必要がある。

　
  有効求人倍率が0.03ポイント低下。
  新規求人倍率が0.09ポイント低下。

特徴

　有効求人倍率が令和２年４月以来
の１倍以上。

 求人が増加しており、求人が求職を上回る状況となったが、新型コロナ
ウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

有効求人倍率が0.06ポイント上昇。
  求人が増加に転じてきているが、求人が求職を下回る中、求職活動の
長期化も見られ、厳しい状況にある。新型コロナウイルス感染症が雇用
に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

前月に同じ
有効求人倍率が0.02ポイント上昇。
新規求人倍率が0.05ポイント低下。

上記のほか、各ハローワークでは，随時，会社説明会やミニ面接会などを実施しています。
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第４表　一般職業紹介状況（全数）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

項目 月間有効求職者数 月間有効求人数 有効求人倍率 新規求職申込件数 新規求人数 新規求人倍率 就職件数

季調値 原数値 季調値 原数値 季調値 原数値 季調値 原数値 原数値

対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 原数値 対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 原数値 対前年

増減率 同　月 増減率 同　月 調整値 増減率 同　月 増減率 同　月 調整値 同　月

年月 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

％ ％ ％ ％ 倍 倍 ％ ％ ％ ％ 倍 倍 ％

平成28年 ― ▲ 9.0 ― 8.4 ― 1.08 ― ▲ 10.2 ― 5.9 ― 1.51 ▲ 7.0

平成29年 ― ▲ 5.5 ― 7.9 ― 1.24 ― ▲ 6.2 ― 6.4 ― 1.71 ▲ 4.2

平成30年 ― ▲ 3.6 ― 1.2 ― 1.30 ― ▲ 6.0 ― ▲ 1.2 ― 1.80 ▲ 7.3
平成31年・
令和元年 ― ▲ 2.3 ― ▲ 6.5 ― 1.24 ― ▲ 5.5 ― ▲ 7.7 ― 1.75 ▲ 5.1

令和２年 ― 3.1 ― ▲ 18.4 ― 0.99 ― ▲ 5.8 ― ▲ 17.8 ― 1.53 ▲ 15.3

平成27年度 ― ▲ 7.5 ― 8.4 ― 0.95 ― ▲ 7.9 ― 6.7 ― 1.34 ▲ 6.7

平成28年度 ― ▲ 9.0 ― 8.4 ― 1.13 ― ▲ 9.2 ― 6.1 ― 1.57 ▲ 7.4

平成29年度 ― ▲ 5.0 ― 6.5 ― 1.27 ― ▲ 6.7 ― 4.3 ― 1.75 ▲ 5.2

平成30年度 ― ▲ 2.8 ― ▲ 0.3 ― 1.30 ― ▲ 5.7 ― ▲ 2.3 ― 1.82 ▲ 6.3

平成31年度 ― ▲ 1.6 ― ▲ 9.1 ― 1.20 ― ▲ 4.4 ― ▲ 10.2 ― 1.71 ▲ 5.4

２年 1月 0.4 0.7 ▲ 7.1 ▲ 13.3 1.12 1.02 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 17.6 ▲ 21.4 1.43 1.25 ▲ 9.8

2月 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 12.3 1.10 1.12 ▲ 3.2 ▲ 12.4 15.7 ▲ 9.4 1.71 1.86 ▲ 10.5

3月 ▲ 0.4 0.1 ▲ 1.3 ▲ 13.8 1.09 1.12 0.7 ▲ 0.3 ▲ 4.5 ▲ 13.2 1.63 1.56 ▲ 3.9

4月 0.9 1.6 ▲ 8.0 ▲ 19.9 1.00 0.96 ▲ 0.9 ▲ 3.4 ▲ 17.4 ▲ 26.9 1.35 1.09 ▲ 13.0

　　 5月 0.1 ▲ 0.6 ▲ 9.0 ▲ 26.0 0.91 0.88 ▲ 1.1 ▲ 14.4 2.8 ▲ 26.3 1.41 1.40 ▲ 29.4

6月 0.9 2.3 1.8 ▲ 25.2 0.91 0.87 6.9 6.9 7.5 ▲ 16.5 1.41 1.42 ▲ 14.6

7月 1.1 2.4 2.5 ▲ 23.4 0.93 0.90 ▲ 5.7 ▲ 8.2 ▲ 1.5 ▲ 21.9 1.48 1.54 ▲ 21.3

8月 1.9 6.8 2.2 ▲ 20.5 0.93 0.93 ▲ 0.9 ▲ 6.1 0.7 ▲ 21.1 1.50 1.75 ▲ 18.1

9月 1.5 9.7 0.6 ▲ 19.7 0.92 0.98 ▲ 3.7 ▲ 7.9 2.5 ▲ 14.0 1.60 1.99 ▲ 15.9

10月 ▲ 2.2 7.0 1.1 ▲ 17.4 0.95 1.04 ▲ 0.4 ▲ 7.1 ▲ 0.4 ▲ 15.3 1.60 1.94 ▲ 17.0

11月 0.0 6.1 1.7 ▲ 15.3 0.97 1.06 1.7 ▲ 6.9 1.1 ▲ 14.7 1.59 1.83 ▲ 19.0

12月 ▲ 1.0 3.4 1.5 ▲ 14.1 0.99 0.96 ▲ 3.8 ▲ 9.8 0.7 ▲ 13.0 1.66 1.22 ▲ 13.0

３年 1月 ▲ 0.8 1.8 ▲ 3.9 ▲ 11.0 0.96 0.89 ▲ 4.0 ▲ 16.2 ▲ 9.6 ▲ 6.3 1.57 1.40 ▲ 14.0

2月 9.7 11.9 1.9 ▲ 8.2 0.89 0.92 7.3 ▲ 1.8 11.2 ▲ 7.9 1.62 1.74 ▲ 3.0

3月 ▲ 3.4 8.4 5.3 ▲ 2.4 0.97 1.01 8.1 6.5 10.2 7.8 1.65 1.57 ▲ 5.3

4月

　　 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により

改訂されている。

    　   2.  ▲は減少である。

令和３年３月

- 5 -








